
今後の道路施策の展開について
○「生産性向上」、「ストック効果最大化」、「訪日外国人4,000万人目標」、「近年の災害・事故」など道路行政をとりまく新たな背景を踏まえて検討
○施策テーマ毎に当面の取組や中長期的な対応を整理するとともに、それらを計画的・効率的に進めるための制度・方策の検討を行う

＋ 新たな施策検討の
主な背景

○働き手の減少を上回
る生産性向上による
経済成長の実現

○社会資本が継続的に
発揮するストック効果
の最大化

○もらい事故等想定外
の事態も含めた安全
の確保

○熊本地震を踏まえた
対応

○笹子トンネル事故等
を受けた老朽化対策
の本格実施

○自動運転の実用化
に向けた基盤整備

○観光立国実現に向け
た取組の推進

○官民連携による道路
空間の一層の活用

道路施策の体系 今後の施策展開のテーマと施策例

モーダルコネクト（他の交通との連携） 地域との連携

安全 円滑化

道路空間の利活用

人と物の流れ

〇低炭素社会への対応・
道路空間のグリーン化

〇多様な利用者の共存
（再掲）

〇道路の新たな価値の
創造

〇交通結節点の充実・
高度化

〇基幹ネットワークの
整備・活用

道路分科会建議
中間とりまとめ(H24.6)

〇防災も含めた国土
の信頼性確保

〇的確な維持管理・更新

〇多様な利用者の共存
（再掲）

・交通結節点の充実・高度化
・公共交通利用の促進

・交通事故削減
・歩行者・自転車の優先
・バリフリ、無電柱化、通学路

・オープン化・多機能化
・道文化の再発見

・道路空間の再配分

・大都市等のネットワーク強化
（環状道路整備、ボトル
ネック箇所の集中対策）

・効率的な物流ネットワーク
の強化
・ミッシングリンクの解消
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〇多様な利用者の共存
・道路の適正利用
（渋滞、大型車対策等）
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上記施策を計画的・効果的に進めるための制度・方策の検討
（予算・財源、評価システム、多様な主体との協働、情報データの活用、新技術の活用など）

メンテナンス

・道路事業と都市開発の連携（更新事業と
連携した道路整備等）

・「道の駅」やスマートIC・高速道路の休憩
施設の活用促進

・産官学連携による地域交通課題への対応

・高速道路ナンバリング

・生活道路の安全対策や踏切対策

・暫定２車線区間の安全性確保（付加車線の設置等）

・高速道路の逆走対策

・立体道路制度の適用範
囲や対象の拡充及び道
路外施設との連携・一
体利用等による道路利
用者の利便性向上

・歩行者や自転車の通行
空間の確保等、求めら
れる機能に対応した道
路空間の再配分

・道路協力団体等との連
携による魅力的な道路
空間の創造

・地勢・気象等のデータに基づく地域特性に応じた課題への対応

・新技術活用による防災・維持管理の高度化

・利用状況等を踏まえた橋梁等の集約化や撤去の検討

・モーダルコネクトの強化によるバス交通など
の利便性向上

・高速道路と港湾・空港や物流施設等の直結

・シェアリングの活用促進

・ネットワーク機能や理念を明確化した上
で、道路網再編を含めた検討

・トラック輸送の生産性向上に資する取組
（ITによる輸送効率化、ダブル連結トラックなど
省人化、特車審査期間の短縮）

・SA/PA等の駐車場の事前予約システムの導入

・ETC2.0を活用した高速一時退出による利便性
向上

交通安全

インフラ安全（防災）

・熊本地震を踏まえた課題対応（耐震補強等）

・集中豪雨・豪雪に対する対策の検討

・既存ストックを活用した無電柱化の推進

・ETC2.0等のビッグデータ分析によるピンポイ
ント対策と都市圏における主要幹線道路の
強化

・ETC2.0、料金施策などを活用した交通需要
マネジメントの検討・実施

・HOTレーン、リバーシブルレーン対策の検討

・大規模店舗や観光地における渋滞対策

連携

・過積載車両撲滅のための違反事業者の
取締り・処分強化

・橋梁・トンネル等のメンテナンス中長期投資計画の提示

・維持管理に必要な費用を安定的に確保するための方策
検討
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【広域交通基盤の構築】 ○初の高速道路（名神）開通（63） ○14000kmのﾈｯﾄﾜｰｸ計画（87） ○弾力的な料金施策（03） ○スマートICの本格導入（06） 〇ストック効果最大化
○7600kmのﾈｯﾄﾜｰｸ計画(66） ○地域高規格道路（93） ○追加ICの整備（04） 〇地域計画との連携 〇付加車線の設置

【道路の信頼性の向上】 ○道路橋設計基準改定（95） ○長寿命化修繕 ○道路橋設計基準改定（11）(東日本大震災)
○第1回防災総点検（63） (飛騨川バス転落事故) (阪神・淡路大震災） 計画の策定（07） ○TN内緊急点検（12）(笹子TN天井板落下事故)

【交通円滑化】 ○ＴＤＭ（93） ○都市圏交通円滑化 ○交通結節点 ○ネットワークを賢く使う 〇ピンポイント対策
○渋滞対策プログラム（88） 総合対策事業（99） 改善事業（00） （ビッグデータの活用）

○道路関係４公団民営化（05）

○一般財源化（09）

【交通安全対策】 ○事故多発地点緊急対策事業（96） ○事故ゼロプラン（10）
○交安法制定（66） ○コミュニティーゾーンの形成（96） ○自転車ガイドライン（12）
○交通安全３ヶ年計画開始（66） ○バリアフリー法（00） ○通学路交通安全プログラム（13）

＜事故死者数約１万７千人（70）＞ ○事故危険箇所、あんしん歩行エリア（03） 〇逆走対策

戦後の荒廃と泥道・砂利道の克服
近代道路行政の諸制度の構築

■新全国総合開発計画（69）
■21世紀の国土のグランドデザイン（98）■全国総合開発計画（62）

○建議（82）
「今後の道路
整備のあり方」

○建議（87）
「確かな明日へのみちづくり」

○建議（92）
「ゆとり社会のためのみちづくり」

○建議（97）
「道路政策変革への提言」

○中間答申（02）
「今、転換のとき」

○建議（07）
「品格ある国土と快適な生活
の実現に向けた道路政策」

情報、環境、福祉等時代の
新たな要請への対応

第１～７次道路整備五箇年計画
社会資本整備重点計画（08）

社会資本整備重点計画（03）
新道路整備五箇年計画（98）

第８～１１次道路整備五箇年計画

【情報化の推進】 ○ITS ○VICSの開始（96） ○ETCの開始（97） ○ETC2.0（14）

・高規格幹線道路の要件

・地域高規格道路、ＩＴＳ、道の駅、ＴＤＭ

・評価システム、パートナーシップ

・弾力的な料金施策

○国道等の舗装や改良

○ 道路特定財源（53）

○ 有料道路制度（53）

モータリゼーションの飛躍的進展、
高度経済成長の基盤としてのネットワークの構築

現行道路法
（52）

設計速度、計画
交通量の概念
歩道規定（58）

自動車専用道
路の規定（70）

環境施設帯（82） 歩道等幅員拡大、橋梁
の設計荷重引上げ（93）

歩車共存
道路（01）

小型道路（03）

＜道路構造令改正＞ ＜道路構造令改正＞ ＜道路構造令改正＞ ＜道路構造令改正＞ ＜道路構造令改正＞

高速自動車
国道等の構
造基準（63）

■第三次全国総合開発計画（77）

条例化（11）

＜道路法改正（一括法関係）＞

社会資本整備重点計画（12）

○中間答申（08）
「高規格幹線道路等の事業
実施に向けた手続きのあり方」

○建議中間とりまとめ（12）
「道が変わる、道を変える」

社会資本整備重点計画（15）

【環境対策・空間形成等】 ○京都議定書（97） ○自動車NOX法PM法改正（07） ○重点「道の駅」制度（14）
○騒音環境基準（71） ○沿道法制定（80） ○道の駅（93） ○日本風景街道（07） ○緊急輸送道路等に

○NOｘ環境基準（78） ○電線類地中化開始（87） ○無電柱化に係るガイドライン（09） おける占用制限（15）

ネットワーク整備

道路整備

賢く投資

防災対策 防災・老朽化対策

効率的な対策

新たな価値の創造環境・沿道対策

幹線道路対策 生活道路・通学路対策

高度化

（参考）道路施策の変遷

■国土のグランドデザイン2050（14）
■第四次全国総合開発計画（87） ■国土形成計画（08） ■国土形成計画（15）

○建議（14）
「道路の老朽化対策の
本格実施に関する提言」


